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　　　第１章　総則

　（趣旨）

第１条　この訓令は、別に定めがあるもののほか、消防法（昭和23年法律第186号。以下「法」という。）第４条及び第16条の５の規定に基づく立入検査（以下「査察」という。）を執行するために必要な事項を定めるものとする。

　（用語の意義）

第２条　この訓令において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

　(１)　特定防火対象物とは、消防法施行令（昭和36年政令第37号。以下「令」という。）別表第１(１)項から(４)項まで、(５)項イ、(６)項、(９)項イ、(16)項イ、(16の２)項及び(16の３)項に掲げる防火対象物をいう。

　(２)　非特定防火対象物とは、令別表第１に掲げる防火対象物のうち前号に定める特定防火対象物以外のものをいう。

　(３)　危険物製造所等とは、法第10条第１項に規定する製造所、貯蔵所及び取扱所をいう。

　(４)　査察対象物とは、前３号に掲げるもの及びその他の消防対象物をいう。

　(５)　査察員とは、査察業務に従事する消防職員をいう。

　　　第２章　査察

　　　　第１節　査察対象物の区分等

　（査察対象物の区分）

第３条　査察対象物は、用途、規模、出火危険及び人命危険等から別表第１から別表第４までに区分するとおりとする。

　（査察執行回数）

第４条　査察対象物に対する査察回数は、原則として次の各号に定めるところによる。

　(１)　第１種査察対象物は、１年に１回以上（別表第１）

　(２)　第２種査察対象物は、１年に１回以上（別表第２）

　(３)　第３種査察対象物は、１年に１回以上（別表第３）

　(４)　第４種査察対象物は、３年に１回以上（別表第４）

　（査察の種別）

第５条　査察の種別は、定期査察、特別査察及び臨時査察とする。

　(１)　定期査察は、予防課及び消防署（分署・分遣所・出張所）が、年度計画に基づき査察するものをいう。

　(２)　特別査察は、消防長が必要と認めたとき、査察対象物を指定して査察をするものをいう。

　(３)　臨時査察とは、消防長が必要と認めたとき、他の機関と協力して査察をするものをいう。

　　　　第２節　査察の執行

　（査察の実施計画及び報告）

第６条　署長（分署長・所長）及び予防課長は、消防業務推進目標に基づき、翌年度の定期査察の年度計画を、関係課等との連絡を密にして、前年度の10月15日までに樹立するものとする。

２　署長（分署長・所長）及び予防課長は、査察の実施に際し、前項に定める年度計画に基づく月間計画を、前月の15日までに樹立し、消防長に報告しなければならない。

３　前２項に定める査察計画は、次の各号の全部又は一部について樹立するものとする。

　(１)　査察期間又は査察期日

　(２)　査察対象物の区分及び名称

　(３)　査察対象物数及び査察実施者

　(４)　査察重点事項

　(５)　その他消防長が必要と認めた事項

４　署長（分署長・所長）及び予防課長は、毎月の査察結果を翌月の15日までに消防長に報告するものとする。

　（査察区分及び査察実施者）

第７条　この訓令に定めるところにより、管轄区域内の査察対象物の査察区分及び査察実施者は原則として次のとおりとし、査察対象物数及び査察対象物の実態等により予防課及び消防署（分署・分遣所・出張所）相互に調整をして実施するものとする。

　(１)　予防課において実施する対象物は、病院、福祉施設（消防法施行令（昭和36年政令第37号）別表第１（６）項ロに定める施設）、危険物製造所、移動タンク貯蔵所及び前記施設の存する敷地内のすべての防火対象物とする。

　(２)　消防署（分署・分遣所・出張所）において実施する対象物は、前号以外の対象物とする。

　(３)　その他違反が継続し、火災予防上著しく危険な対象物については、違反の是正が完了するまで、予防課において継続して査察を実施するものとする。

　（査察員の遵守事項）

第８条　査察員は、査察の実施に当たって、法第４条及び法第16条の５に定めるもののほか、次の各号に掲げる事項を遵守しなければならない。

　(１)　職員は、全体の奉仕者として職務を自覚し、公共の利益のため誠実公正に職務を遂行するよう努めること。

　(２)　関係者、防火管理者、危険物保安監督者その他責任のある者の立会いを求めること。

　(３)　関係者の民事紛争に関与しないこと。

　(４)　査察員は、香取広域市町村圏事務組合消防職員の立入検査の証票を定める規程（平成18年香取広域市町村圏事務組合訓令第12号）による立入検査証を身に付け、原則として２人一組で行うこと。

　(５)　正当な理由なく立入検査を拒み妨げ、又は忌避した者があった場合は、査察要旨を説明し、なお応じないときはその旨を上司に報告して指示を受けること。

　(６)　関係者に質問するときは、言語、態度を慎み、関係者の協力を得られるよう努めること。

　（事前通告）

第９条　法第４条第１項又は法第16条の５第１項の規定に基づく立入検査の円滑な実施を確保するために、必要に応じて立入検査通知書（様式第１号）又は電話により関係者に通知するものとする。

２　前項の通知を行うことにより効果的な立入検査が実施できないおそれがある場合には当該通知を行わないものとする。

　（査察事項）

第１０条　査察は、査察対象物の実態に応じて次の各号に掲げるものの位置、構造、設備、管理等の状況及び危険物等の貯蔵、取扱いについて行うものとする。

　(１)　建築物及び工作物

　(２)　消防用設備等

　(３)　避難施設

　(４)　火気使用設備及び器具

　(５)　危険物及び指定可燃物

　(６)　防炎物品

　(７)　防火管理者、危険物保安監督者及び危険物取扱者の職務遂行状況

　(８)　消防用設備及び危険物製造所等の定期点検の実施状況

　(９)　点検資格者による防火対象物定期点検報告状況及び特例認定の確認

　(10)　点検資格者による防災管理点検報告状況及び特例認定の確認
　(11)　電気、ガス、火薬類の施設

　(12)　圧縮アセチレンガス、液化石油ガスその他火災予防上又は消火活動に重大な支障を生ずるおそれのある物質

　(13)　その他火災予防上必要と認める事項

　　　　第３節　査察結果の処理

　（査察員の結果報告）

第１１条　査察員は、次の各号に掲げる査察を行ったときは、立入検査結果票により消防長又は署長に報告しなければならない。

　(１)　移動タンク貯蔵所立入検査

　(２)　給油取扱所立入検査

　(３)　少量危険物移動タンク立入検査

　(４)　危険物運搬車両立入検査

　(５)　危険物製造所・一般取扱所立入検査

　(６)　危険物屋内貯蔵所・屋内タンク貯蔵所立入検査

　(７)　危険物屋外タンク貯蔵所立入検査

　(８)　危険物地下タンク貯蔵所立入検査

　(９)　危険物屋外貯蔵所立入検査

　(10)　危険物販売取扱所立入検査

　(11)　危険物簡易タンク貯蔵所立入検査

　(12)　その他の消防対象物立入検査

２　立入検査結果票の様式は、香取広域市町村圏事務組合火災予防事務処理要綱（以下「火災予防事務処理要綱」という。）に定める。

　（査察結果の通知）

第１２条　査察員は、前条に掲げる査察を行った結果を査察対象物の関係者に対して、立入検査結果通知書により、通知するものとする。

２　立入検査結果通知書の様式は、火災予防事務処理要綱に定める。

３　第１項の規定により通知書で法令違反等の指摘をしたものについては、改善（計画）報告書（様式第２号）により報告を求めるものとする。

４　前項による改善（計画）報告を求める必要のある違反の範囲は、原則として次のとおりとする。

　(１)　法第11条に基づく危険物施設の設置、変更の無許可施設

　(２)　法第17条に基づく、消防用設備等の設置義務違反がある場合

　(３)　消防法施行令第７条に基づく消火設備（第１類、第２類、第３類）、自動火災報知設備、避難設備等の機能維持に重大な欠陥（使用不能状態）がある場合

　(４)　香取広域市町村圏事務組合火災予防条例（平成18年香取広域市町村圏事務組合条例第23号）第43条、第44条、第46条に基づく届出義務違反

　(５)　その他火災予防上著しく危険な防火対象物及び消防対象物

　（指導勧告書の送付）

第１３条　消防長又は署長は、前条第３項の規定により改善（計画）報告を求めたにもかかわらず、当該対象物の関係者から履行又は改善（計画）報告書が回答期限内に提出されなかった場合は、指導勧告書（様式第３号）により当該関係者に勧告するものとする。

　（追跡査察）

第１４条　消防長は、指導勧告書を送付したにもかかわらず、履行の確保が十分でないと認めるときは、当該査察対象物の違反実態の推移を確認し、又は不備欠陥事項の改善を促進するため、追跡査察を行わなければならない。

２　追跡査察は、予防課において実施するものとする。

３　査察員は、前項に定める追跡査察を行ったときは、追跡査察結果報告書（様式第４号）により、消防長に報告しなければならない。

　（違反処理）

第１５条　消防長は、査察により指摘した不備欠陥事項が是正されず、追跡査察指導経過等から判断して、違反処理が必要であると認めた場合は、別に定める香取広域市町村圏事務組合火災予防違反処理規程（平成18年香取広域市町村圏事務組合訓令第13号）により速やかに必要な違反処理を行うものとする。

　　　第３章　資料提出及び報告徴収等

　（資料の提出）

第１６条　消防長等は、火災予防のために必要があると認める場合は、査察対象物の関係者に対して任意に必要な報告を求めるものとする。ただし、これにより難いと認めるときは、法第４条第１項及び法第16条の５第１項の規定に基づき資料提出命令書（様式第５号）により資料の提出を命ずるものとする。

　（資料の受領及び保管）

第１７条　前条の規定により資料を提出させる場合は、当該資料の所有権の放棄又は還付のいずれかの意思を明らかにさせるため、資料提出・報告書（様式第６号）にその旨を記入のうえ提出させるものとする。

２　資料の提出者が第１項に規定する資料提出書により当該資料の所有権を放棄する旨の意思表示をしなかったときは、提出資料保管書（様式第７号）を交付しなければならない。

３　保管の必要がなくなったときは、提出資料保管書と引換えに当該資料を還付しなければならない。この場合、提出資料保管書に受領した旨、記名押印させるものとする。

　（報告の徴収）

第１８条　消防長等は、火災予防のため必要がある場合は、査察対象物の関係者に法第４条第１項及び法第16条の５第１項の規定に基づき報告徴収書（様式第８号）により報告を命ずるものとする。

　　　第４章　屋外又は防火対象物における障害物件の措置

　（障害物件の措置）

第１９条　消防長等は、法第３条第１項又は法第５条の３第１項の規定により、火災の予防に危険であると認める物件若しくは消防の活動に支障となると認める物件を除去する必要があると認めた場合は、当該物件の状態及び所在等を勘案して必要な改善指導を行う。

　　　第５章　雑則

　（簿冊の保管）

第２０条　署長（分署長・所長）又は予防課長は、この訓令施行の適正を図るため次に掲げる簿冊を備えるものとする。

　(１)　防火対象物台帳

　(２)　危険物施設査察台帳

　(３)　査察対象物一覧表

２　簿冊の様式は、火災予防事務処理要綱により別に定める。

　（消防対象物に係る情報の通知）

第２１条　予防課長は、消防対象物の新設、改廃その他の情報を通知書により、その都度職員に通知しなければならない。

２　通知書の様式は、火災予防事務処理要綱により別に定める。

　（査察台帳の作成）

第２２条　予防課長は、原則として１事業所又は１対象物を１単位とし査察台帳を作成するものとする。

２　査察台帳により管理する図書等の範囲は、火災予防事務処理要綱により別に定める。

　（査察台帳等の管理及び事務処理）

第２３条　署長（分署長・所長）又は予防課長は、前条に定める査察台帳及び査察対象物実態表の記載事項等に変更を生じたときは、火災予防事務処理要綱に基づき事務処理を行い管理するものとする。

　　　附　則

　この訓令は、平成18年３月27日から施行する。

附　則(平成20年10月１日訓令第４号)
　この訓令は、平成20年10月１日から施行する。ただし、第７条の改正規定及び別表第１、６の項の改正規定は、平成21年４月１日から施行する。
　　　附　則(平成22年３月29日訓令第２号)

　この訓令は、平成22年４月１日から施行する。

　　　附　則（平成24年２月９日訓令第１号）

　この訓令は、公布の日から施行し、改正後の香取広域市町村圏事務組合火災予防査察規定別表第１の規定は、平成23年10月１日から適用する。

　　　附　則（平成24年３月30日訓令第３号）

　この訓令は、平成24年４月１日から施行する。

　　　附　則（平成25年３月29日訓令第９号）

　この訓令は、平成25年４月１日から施行する。

別表第１（第４条第１号）

	第１種査察対象物

	令分
	令別表第１区分
	業態

	１
	(１)項
	イ　劇場、映画館、演芸場又は観覧場で延面積150平方メートル以上

ロ　公会堂又は集会場で延面積150平方メートル以上

	２
	(２)項
	イ　キャバレー、カフェー、ナイトクラブその他これらに類するもので延面積150平方メートル以上

ロ　遊技場又はダンスホールで延面積150平方メートル以上

ハ　風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）第２条第５項に規定する性風俗関連特殊営業を営む店舗（ニ並びに１項イ、４項、５項イ、及び９項イに掲げる防火対象物の用途に供されているものを除く。）その他これらに類するものとして総務省令で定めるもので延面積150平方メートル以上

ニ　カラオケボックスその他遊興のための設備又は物品を個室（これに類する施設を含む。）において客に利用させる役務を提供する業務を営む店舗で総務省令で定めるもの

	３
	(３)項
	イ　待合、料理店その他これらに類するもので延面積150平方メートル以上

ロ　飲食店で延面積150平方メートル以上

	４
	(４)項
	　　百貨店、マーケットその他の物品販売業を営む店舗又は展示場で延面積150平方メートル以上

	５
	(５)項
	イ　旅館、ホテル又は宿泊所その他これらに類するもので延面積150平方メートル以上

	６
	(６)項
	イ　病院、診療所又は助産所で延面積150平方メートル以上

ロ　老人短期入所施設、養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、有料老人ホーム（主として要介護状態にある者を入居させるものに限る。）、介護老人保健施設、救護施設、乳児院、障害児入所施設、障害者支援施設（主として障害の程度が重い者を入所させるものに限る。）、老人福祉法（昭和38年法律第133号）第５条の２第４項若しくは第６項に規定する老人短期入所事業若しくは認知症対応型老人共同生活援助事業を行う施設又は障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）第５条第８項若しくは第10項に規定する短期入所若しくは共同生活介護を行う施設（主として障害の程度が重い者を入所させるものに限る。ハにおいて「短期入所等施設」という。）

ハ　老人デイサービスセンター、軽費老人ホーム、老人福祉センター、老人介護支援センター、有料老人ホーム（主として要介護状態にある者を入居させるものを除く。）、更生施設、助産施設、保育所、児童養護施設、児童発達支援センター、情緒障害児短期治療施設、児童自立支援施設、児童家庭支援センター、身体障害者福祉センター、障害者支援施設（主として障害の程度が重い者を入所させるものを除く。）、地域活動支援センター、福祉ホーム、老人福祉法第５条の２第３項若しくは第５項に規定する老人デイサービス事業若しくは小規模多機能型居宅介護事業を行う施設、児童福祉法（昭和22年法律第164号）第６条の２第２項若しくは第４項に規定する児童発達支援若しくは放課後等デイサービスを行う施設（児童発達支援センターを除く。）又は障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第５条第７項、第８項、第10項若しくは第13項から第16項までに規定する生活介護、短期入所、共同生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援若しくは共同生活援助を行う施設（短期入所等施設を除く。）で延面積150平方メートル以上

ニ　幼稚園又は特別支援学校で延面積150平方メートル以上

	７
	(９)項
	イ　公衆浴場のうち、蒸気浴場、熱気浴場その他これらに類するもので延面積150平方メートル以上

	８
	(16)項
	イ　複合用途防火対象物のうち、その一部が令別表第１(１)項から(４)項まで、(５)項イ、(６)項又は(９)項イの用途に供されるもので延面積150平方メートル以上（（２）項ニ、（６）項ロの部分を含むものは除く。）


※　上表に掲げる防火対象物で、法第８条第１項（政令第２条に該当する施設を含む。）及び政令第21条第１項の規定の適用を受けるものを第１種査察対象物とする。

別表第２（第４条第２号）

	第２種査察対象物

	番号
	令別表第１区分
	業態

	１
	(５)項
	ロ　寄宿舎、下宿又は共同住宅（政令第32条に基づき消防用設備等の設置義務に関する特例が適用されているもの（以下「公団型共同住宅」という。）を除く。）で延面積300平方メートル以上

	２
	(７)項
	　　小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、高等専門学校、大学、専修学校、各種学校その他これらに類するもので延面積300平方メートル以上

	３
	(８)項
	　　図書館、博物館、美術館その他これらに類するもので延面積300平方メートル以上

	４
	(９)項
	ロ　イ以外の公衆浴場で延面積300平方メートル以上

	５
	(10)項
	　　車両の停車場又は船舶若しくは航空機の発着場（旅客の乗降又は待合いの用に供する建築物に限る。）で延面積300平方メートル以上

	６
	(11)項
	　　神社、寺院、教会その他これらに類するもので延面積300平方メートル以上

	７
	(12)項
	イ　工場又は作業場で延面積300平方メートル以上

ロ　映画スタジオ又はテレビスタジオで延面積300平方メートル以上

	８
	(13)項
	イ　自動車車庫又は駐車場で延面積300平方メートル以上

ロ　飛行機又は回転翼航空機の格納庫で延面積300平方メートル以上

	９
	(14)項
	　　倉庫で延面積300平方メートル以上

	10
	(15)項
	　　前各項及び第１種査察対象物に該当しない事業場で延面積300平方メートル以上

	11
	(16)項
	ロ　イに掲げる複合用途防火対象物以外の複合用途防火対象物で延面積300平方メートル以上

	12
	(17)項
	　　重要文化財（建造物）


※　上表に掲げる防火対象物及び法第８条第１項（政令第２条に該当する施設を含む。）の規定の適用を受けるものを第２種査察対象物とする。

別表第３（第４条第３号）

	第３種査察対象物

	番号
	

	１
	危険物製造所

	２
	屋内貯蔵所

	３
	屋外タンク貯蔵所

	４
	屋内タンク貯蔵所

	５
	地下タンク貯蔵所

	６
	簡易タンク貯蔵所

	７
	移動タンク貯蔵所

	８
	屋外貯蔵所

	９
	給油取扱所

	10
	販売取扱所

	11
	移送取扱所

	12
	一般取扱所


※　上表に掲げる危険物施設で、法第10条に該当するもの

別表第４（第４条第４号）

	第４種査察対象物

	番号
	令別表第１区分
	業態

	１
	
	　別表第１に掲げる査察対象物のうち、同表で規定されている規模未満のもの

（特定４種という。）　　

	２
	(５)項　ロ
	　公団型共同住宅

	３
	
	　別表第２に掲げる査察対象物（公団型共同住宅を除く。）のうち、同表で規定されている規模未満のもの

（非特定４種という。）　　

	４
	(18)項
	　延長50メートル以上のアーケード

	５
	
	　前各項に掲げる以外の防火対象物

	６
	
	　ＬＰＧ製造所、貯蔵所、販売所、充填所

	７
	
	　少量危険物貯蔵取扱所、指定可燃物貯蔵取扱所

	８
	
	　個人の住居


※　上表に掲げる対象物の査察計画については、消防長が必要と認めた場合計画するものとする。

様式第１号（第９条第１項）

	香消予（署）第　　号　

年　　月　　日　

　　　　　　　　　　様

消防長（消防署長）　　　　　　　　印　　

立入検査通知書

　　　所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　あなたの　　　　　　する上記対象物について　　　　年　　月　　日　　時　　

	　分頃から消防法
	第４条第１項

第16条の５
	の規定により立入検査を行うので通知いたします。

	　


様式第２号（第12条第３項）

改善（計画）報告書

	年　　月　　日　

　消防長　　　　　　　　様

報告者（代表者）　　　　　　

住所　　　　　　　　　　

職　氏名　　　　　　　　印　

　　　年　　月　　日指摘を受けた事項について、下記のとおり改善（計画）しましたので報告いたします。

	対象物
	所在地
	　

	
	名称
	　
	用途
	　

	
	構造
	耐火．準耐火．鉄骨．木造．その他
	建築面積
	延面積

	
	
	地上　　　　　　　階　・　地下　　　階
	ｍ2
	ｍ2

	指摘内容
	改善（計画）内容

	　
	　


　注　この改善（計画）報告書の送付先は、下記へお願いします。

　　　千葉県香取市野田53番地　　電話0478―83―0119

　　　香取広域市町村圏事務組合消防本部予防課

様式第３号（第13条）

	香消予（署）第　　　　号　

年　　月　　日　

　住所

　氏名　　　　　　　　様

消防長（消防署長）　　　　　　　　印　

指導勧告書

　あなたの所有、管理、占有する下記対象物について、　　年　　月　　日、消防法第４条（第16条の５）の規定に基づき立入検査を行った結果、火災予防上の不備欠陥が認められたので、　　　年　　月　　日付けで、立入検査結果通知書を送付致しましたが、その履行又は改善報告がありませんので、次のとおり指導勧告します。

記

１　対象物所在地

２　対象物名称

３　対象物用途

４　措置すべき期限　　　　年　　　月　　日まで

５　措置すべき事項

	　
	　
	　

	
	　
	

	
	　
	

	
	　
	

	注・この指導勧告事項を是正しない場合は、消防法第　　条第　　項に基づき、命令をすることがあります。


様式第４号（第14条第３項）

追跡査察結果報告書

	年　　月　　日　

　消防長　　　　　　　　様

報告者　　　　　　　　　　　

氏名　　　　　　　　印　

　このことについて、　　年　　月　　日　査察規程第14条第１項に基づき追跡査察を実施した結果を下記のとおり報告します。

	対象物
	所在地
	　

	
	名称
	　
	用途
	　

	
	構造
	耐火　準耐火　鉄骨　木造　その他
	建築面積
	延面積

	
	
	地上　　　　　　　階　地下　　　　　階
	ｍ2
	ｍ2

	令別表第１区分
	（　　）項
	前回査察年月日
	年　　月　　日

	追跡査察事項

（違反）
	　

	履行状況
	　

	指導事項
	　

	違反経過
	　


様式第５号（第16条）

	香消予（署）第　　　　号　

年　　月　　日　

　　　　　　　　　　様

管理者又は消防長（消防署長）　　　　　　　　印　

資料提出命令書

　所在

　名称

　用途

　火災予防のために必要があるため、消防法第　　条第　　項の規定に基づき、下記のとおり命令する。

　なお、本命令に従わない場合は、消防法第44条第２号の規定により処罰されることがある。

記

　命令事項

教示

　この命令に不服のある場合は、命令があったことを知った日の翌日から起算して60日以内に　　　　　　に対して審査請求をすることができる。

　また、この命令については、命令があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に　　　　　　を被告として処分の取消しの訴えを提起することができる（訴訟において　　　　　　を代表する者は　　　　　　となる。）。

　なお、この命令について審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に　　　　　　を被告として処分の取消しの訴えを提起することができる。


様式第６号（第17条第１項）

	年　　月　　日　

　管理者又は消防長（消防署長）　　　　　　様

資料提出者　　　　　　　　　　

住所　　　　　　　　　　

職　氏名　　　　　　　　印　

	　
	資料提出

報告


	書



	　　年　　月　　日　　第　　号により、
	資料提出命令

報告要求
	された下記の
	資料

報告書
	を

	提出します。

	　なお、提出した資料については、用済みの後
	返還

処分
	してください。

	記

	　上記の
	資料

報告書
	を
	受領し保管

受領
	しました。

	　　　　第　　　　　号

　　　　年　　月　　日

管理者又は消防長（消防署長）　　　　　　　　印　


様式第７号（第17条第２項）

	
香消予（署）第　　　　　号　

年　　月　　日　

提出資料保管書

　　　　　　　　　　様

管理者又は消防長（消防署長）　　　　　　　　印　

　　　　年　　月　　日付けで、あなたから提出された下記の資料を保管しました。

　なお、この保管書は、資料が返されるまで紛失しないよう保管してください。

記

　上記資料について、返却を受け受領しました。

　　　　　　年　　月　　日

受領者（代表者）　　　　　　　　　　

住所　　　　　　　　　　　　　　

職　氏名　　　　　　　　　　　　印　


様式第８号（第18条）

	香消予（署）第　　　　号　

年　　月　　日　

　　　　　　　　　　様

管理者又は消防長（消防署長）　　　　　　　　印　

報告徴収書

　火災予防のために必要があるので、消防法第　　条第　　項の規定に基づき、下記事項を　　　　年　　月　　日までに　　　　香取広域市町村圏事務組合に文書をもって報告するよう要求する。

　なお、報告せず、又は虚偽の報告をした場合は、消防法第44条第２号により処罰されることがある。

記

　報告内容

教示

　この命令に不服のある場合は、命令があったことを知った日の翌日から起算して60日以内に、　　　　　　に対して審査請求をすることができる。

　また、この命令については、命令があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、　　　　　　を被告として処分の取消しの訴えを提起することができる（訴訟において様式を代表する者は　　　　　　となる。）。

　なお、この命令について審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に　　　　　　を被告として処分の取消しの訴えを提起することができる。
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